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１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
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▪ 「➁中期経営計画の進捗状況」において、財務KPIも含めて重点施策
の進捗状況をセグメント単位で記載

▪ 記述情報に加えて図を⽤い分かりやすく記載
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(1)中期経営計画の進捗状況

2017年5月に公表した中期経営計画「Driving Value Creation」(*)の初年度である2018年3月期の進捗は次の

とおりです。

(*)「Driving Value Creation」に込められた意味：多様なプロ人材が、三井物産グループの総合力とネット

ワークを駆使し、主体的な事業創出に取り組み、新たな事業価値を持続的に創造する。

①中期経営計画の4つの重点施策

(a) 強固な収益基盤づくりと既存事業の徹底強化

(b) 新たな成長分野の確立

(c) キャッシュ・フロー経営の深化と財務基盤の強化

(d) ガバナンス・人材・イノベーション機能の強化

②中期経営計画の進捗状況

◇重点施策(a) 強固な収益基盤づくりと既存事業の徹底強化

強固な収益力を有する金属資源・エネルギーに加え、鉄鋼製品や機械・インフラを中心に非資源分野も順

調な伸びを示し、以下に示す具体的成果を中心に各セグメントにおいて収益基盤強化が進み、2020年3月

期の中期経営計画目標達成に向けて確りとした足場固めが図られました。とりわけ、評価性損益を除く非

資源分野の利益は1,700億円レベルまで向上し、2020年3月期の非資源分野の利益目標である2,000億円に向

けて順調な滑り出しとなっています。

◇重点施策(b) 新たな成長分野の確立

2018年3月期は4つの成長分野のうち、特にモビリティとヘルスケアを中心に具体的な進捗がありました。

モビリティでは、欧州を起点とした商用車電動化へのさまざまな取組みを本格化しました。また、英国旅

客鉄道など鉄道関連事業の拡充や、チリにおける自動車オペレーティングリース・レンタカー事業などの

取組みも進めています。

ヘルスケアでは、従来から進めている東南アジアにおける病院事業を拡大したほか、ロシアの製薬会社へ

の出資を通じた同国新薬ニーズの取込み、更には米国ヘルスケア専門職派遣・紹介事業への出資など、当

社のヘルスケアエコシステムの構築・拡充を着実に進めています。

一方、ニュートリション・アグリカルチャーでは、東アフリカで農産物・農業資材取引や食品製造販売事

業を展開するETC Groupへの出資参画合意を通じて、ネットワークの拡充を進めたほか、曽田香料の公開

買付けなど、フードサイエンス領域の強化を進めています。

また、リテール・サービスでは、国内外のアセットマネジメント事業を通じて投資家の多様なニーズに応

えることで、過去1年間に運用資産を1.9兆円まで拡大しました。ファッション・リテール事業では、ビギ

ホールディングスを買収し、同社の企画・販売プラットフォームを通じて消費者接点を拡充しマーケティ

ング機能と販売力を強化していきます。
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▪ 「(2)経営環境」において、事業全体の経営環境に加え、セグメントごと
の経営環境を記載

▪ 「(3)2019年3⽉期における取組み」において、経営⽅針・経営戦略等につ
いて、認識した経営環境と関連付けて記載

【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ※ ⼀部抜粋

(2)経営環境

①全般

注：本項目は、2018年5月の決算公表時点の経営環境認識を掲載したものであり、当社の現在の経済

環境認識と異なる記載が含まれている場合があります。

当連結会計年度の世界経済は、堅調な消費や投資に支えられ、先進国、新興国共に緩やかな成長が

継続しました。

米国は、良好な雇用所得環境を背景に個人消費が底堅く推移し、また税制改革による設備投資の押

し上げ効果も期待され、当面は景気回復が続くとみられます。欧州では、消費や投資の拡大により

景気は底堅く推移してきましたが、企業の景況感も頭打ちとなりつつあり、今後は成長鈍化が予想

されます。日本は、雇用環境の改善により個人消費が底堅く推移するほか、オリンピック・パラリ

ンピック関連投資に加え、省力化を中心とした設備投資の増加もあり、緩やかな景気回復が継続す

るとみられます。新興国では、中国は安定成長を維持しつつも、過剰な設備や債務の調整などに伴

う成長鈍化が予想される一方で、インドでは物品サービス税導入などの経済改革が進み、今後の成

長が期待されます。また、ブラジルでは消費や投資が持ち直し、緩やかな回復基調が継続するとみ

られますが、ロシアでは米国等による制裁が続いていることもあり、低成長が続くとみられます。

世界経済は、今後も緩やかな回復基調を辿るとみられますが、中東を巡る地政学リスクの高まりに

加え、一部に成熟感が見られる欧米経済の先行きやFRBの金融引締めによる新興国経済への影響、更

には米国の通商政策の動向には、引き続き注意が必要です。

②鉄鋼製品セグメント

2017年暦年の世界の粗鋼生産は前年比5.3％増の約17億トンとなり、中国・インドをはじめとした新

興国のみならず、EU・北米などの先進国でも需要は増加しています。一方で供給サイドは世界の粗

鋼生産の半分を占める中国を中心に過剰能力は解消されておらず、厳しい事業環境が継続していま

す。このような環境を受け、製鉄業統合に伴い、鋼材流通分野でも更なる業界再編が生じる可能性

があります。

中長期的には、国内の鉄鋼市場が人口減少などにより緩やかに縮小する一方で、米州・アジアを牽

引役とした世界経済の回復に伴い、海外では鉄鋼需要は増加していく見通しで、今後もさまざまな

ビジネスチャンスが期待できます。

③金属資源セグメント

短期的には中国や新興国の成長鈍化などにより市況が低迷するリスクがありますが、鉄鋼や非鉄金

属は産業の基幹素材であり、その原料に対する需要は長期的な伸びが見込まれます。一方、開発・

生産コストの上昇や既存鉱山の枯渇や品位悪化に加え、優良未開発案件には限りがあるため、供給

が追いつかず、長期的には需給は逼迫していく見込みです。当セグメントが携わる金属資源分野は、

引続き重要性が高いビジネスです。

(3)2019年3月期における取組み

2019年3月期は中期経営計画最終年度となる2020年3月期の目標を達成するための非常に重要な1年で

あり、2018年3月期に引き続き、中期経営計画の重点施策を継続的に推進し、基礎収益力を着実に拡

大させてまいります。

①2019年3月期アクションプラン

中核分野（金属資源・エネルギー、機械・インフラ、化学品）のうち、金属資源・エネルギーでは、

引き続き埋蔵量・生産量・コスト競争力の三位一体の強化を進めます。金属資源では、豪州での既

存事業の収益基盤拡充を継続的に進めるほか、チリカセロネス銅鉱山の操業改善を図ります。エネ

ルギーでは、モザンビークLNG事業の最終投資判断に向けた取組みを進めるほか、今期予定する米国

Kaikias及びイタリアTempa Rossa両油田の生産を確実に開始します。また、TOBにより子会社化が決定

した豪州AWEと当社グループの統合を着実に推進し、原油・ガスの上・中流事業基盤を強化するとと

もにオペレーター機能の装備を進めます。

機械・インフラでは、建設中の新規発電事業の着実な立上げを行うほか、2017年3月期に買収した米

国太陽光発電事業Forefront Powerによる分散電源・サービス型事業など、次世代電力領域への取組

みも加速します。また、鉄道、自動車、航空機などの分野においてリース・レンタル・シェアリン

グ事業といったモビリティーサービスの取組みを複合的に深化させていきます。

化学品では、米国タンクターミナル事業ITCの増設を進めるほか、関西ペイントとの合弁となる

Kansai Helios Coatingsを中心としたコーティングマテリアルズ事業を展開します。更には、米国飼

料添加物製造販売事業Novus Internationalについて、メチオニン製造能力拡大など成長戦略を進めて

いきます。

また、前期に引き続き赤字会社の削減に継続的に取り組み、既存事業の良質化・果実化を徹底的に

行うほか、4つの成長分野（モビリティ、ヘルスケア、ニュートリション・アグリカルチャー、リテ

ール・サービス）での取組みを更に加速し、中核分野に続く次の収益の柱の育成に注力します。



②2019年3月期連結業績予想における前提条件

2019年3月期連結業績予想における商品市況及び為替の前提と価格及び為替変動による当期利益(親会

社の所有者に帰属)への影響額は以下のとおりです。

(*1)原油価格は0～6ヶ月遅れで当社連結業績に反映されるため、この期ずれを考慮した連結業績に反映さ

れる原油価格を連結油価として推計している。2019年3月期には51％が4～6ヵ月遅れで、40％が1～3ヵ

月遅れで、9％が遅れ無しで反映されると想定される。上記感応度は連結油価に対する年間インパクト。

(*2)当社が米国で取り扱う天然ガスはその多くがHenry Hub（HH）に連動しない為、上記感応度はHH価格

の変動に対する感応度ではなく、加重平均ガス販売価格に対する感応度。

(*3)HH連動の販売価格は、HH価格US$3.00/mmBtuを前提として使用している。

(*4)NYMEXにて取引されるHenry Hub Natural Gas Futuresの2017年1月～12月の直近限月終値のdaily平均

値を記載。

(*5)鉄鉱石の前提価格は非開示。

(*6)複数業界紙によるスポット価格指標Fe 62％ CFR North Chinaの2017年4月～2018年3月のdaily平均値

（参考値）を記載。

(*7)銅価格は3ヶ月遅れで当社連結業績に反映される為、上記感応度は2018年3月～12月のLME cash

selltement price平均価格がUS$100/トン変動した場合に対するインパクト。

(*8)LME cash settlement priceの2017年1月～12月のmonthly averageの平均値を記載。

(*9)各国所在の関係会社が報告する機能通貨建て当期利益(親会社の所有者に帰属)に対する感応度。円安

は機能通貨建て当期利益（損失）の円貨換算を通じて増益要因となる。金属資源・エネルギー生産

事業における販売契約上の通貨である米ドルと機能通貨の豪ドル・伯レアルの為替変動、及び為替

ヘッジによる影響を含まない。

▪ 業績予想を数値で提⽰するとともに、「②2019年3⽉期連結業績予想にお
ける前提条件」において、その重要な仮定については前提を⽰しつつ、
実績が仮定と乖離した場合に当期利益に与える影響を記載

1-3

・
・
・

・
・
・

【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ※ ⼀部抜粋
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(4)2019年3月期連結業績予想

①2019年3月期連結業績予想

為替レートは2018年3月期の110.70円/米ドル、85.77円/豪ドル及び34.25円/伯レアルに対し、2019年3

月期はそれぞれ110円/米ドル、85円/豪ドル及び33円/伯レアルを想定します。また、2019年3月期の

原油価格（JCC）を59米ドル/バレルと仮定し、期ずれを考慮した当社の連結決算に適用される原油価

格の平均を61米ドル/バレル（2018年3月期比7米ドル/バレル上昇）と想定します。

[業績予想の前提条件]

期中平均米ドル為替レート 110.00 110.70

原油価格(JCC) 59ドル 57ドル

期ずれを考慮した当社連結決算に
反映される原油価格

61ドル 54ドル

単位：億円
2019年3月期業

績予想

2018年3月期

実績
増減 増減要因

売上総利益 8,300 7,907 ＋393 原油価格上昇

販売費及び一般管理費 △5,600 △5,717 ＋117
カセロネス償却関係経費
反動

有価証券・固定資産
関係損益等

0 357 △357
Valepar再編・Multigrain
引当金反動

利息収支 △400 △300 △100

受取配当金 1,000 848 ＋152
金属資源セグメント受取
配当増

持分法による投資損益 2,600 2,349 ＋251 損失案件反動

法人所得税前利益 5,900 5,444 ＋456

法人所得税 △1,500 △1,031 △469 Valepar再編反動

非支配持分 △200 △228 ＋28

当期利益
（親会社の所有者に帰属）

4,200 4,185 ＋15

減価償却費・無形資産等償却費 2,000 1,926 ＋74

基礎営業キャッシュ・フロー 5,700 6,665 △965

価格変動の2019年3月期
当期利益(親会社の所有者に帰属)への影響額

2019年3月期
前提

2018年3月期
実績

市況商品

原油／JCC - 59 57

連結油価(*1) 29 億円（US$1/バレル） 61 54

米国ガス(*2) 5 億円（US$0.1/mmBtu） 3.00(*3) 3.03(*4)

鉄鉱石 23 億円（US$1/トン） (*5) 68(*6)

銅(*7) 10 億円（US$100/トン） 7,000 6,163(*8)

為替(*9)

米ドル 26 億円（¥1/米ドル） 110 110.70

豪ドル 17 億円（¥1/豪ドル） 85 85.77

伯レアル 7 億円（¥1/伯レアル） 33 34.25
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▪ 経営者がどのような考えで「重要な指標」を設定しているかについて記載
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【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 ※ ⼀部抜粋

(3)経営者の検討における重要な指標について

当社及び連結子会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローは、2「事業等のリスク」に述べ

る各項目の影響を受けますが、当連結会計年度末において当社の経営者は、財政状態、経営成績及

びキャッシュ・フローの動向を検討する上で、以下の指標が有用であると考えます。

①売上総利益、持分法による投資損益及び当期利益（親会社の所有者に帰属）

当社及び連結子会社は様々な商品と地域にわたる幅広い事業活動を展開し、そのリスク・リターン

の形態も仲介取引から金属資源・エネルギーの権益事業まで多岐にわたります。当社及び連結子会

社の経営成績及び事業の進捗を把握する上で、オペレーティング・セグメント別の売上総利益、持

分法による投資損益及び当期利益（親会社の所有者に帰属）の変動要因に係る分析を重視していま

す。

②金属資源・エネルギーの価格及び需給の動向

当社及び連結子会社の経営成績に占める金属資源・エネルギー関連事業の重要性が高いことから、

金属資源・エネルギーの市況及び持分生産量は、経営成績の重要な変動要因になります。金属資源

・エネルギーの価格及び需給の動向に関する詳細については、「1 経営方針、経営環境及び対処す

べき課題等 (2)経営環境」及び「(4)経営成績に係る検討と分析 ②オペレーティング・セグメント情

報」内の金属資源セグメント及びエネルギーセグメントの該当箇所を参照願います。

③キャッシュ・フロー水準、資本効率及び財務レバレッジ

前中期経営計画（2014年5月公表）において、キャッシュ創出力を測定し資金再配分の原資を示す指

標として、基礎営業キャッシュ・フロー(*1)を導入しており、2018年3月期から始まった中期経営計

画（2017年5月公表）でも、引き続き、基礎営業キャッシュ・フローを重要な経営指標としておりま

す。

当社は、資本効率と資金調達に係わる安定性の観点から、株主資本(*2)の水準及び、親会社所有者

帰属持分利益率（ROE）並びに負債・資本構成の方針を定期的に策定し、その履行状況を検証してい

ます。同時に個々の事業における環境の悪化に起因する想定損失の最大額に対するリスクバッファ

ーの観点から株主資本の規模を検証しているほか、既存の有利子負債の再調達に加え、債務格付け

の維持向上と資金調達上の安定性確保の観点から、財務レバレッジに留意しています。当社の資本

管理については連結財務諸表注記事項9.「金融商品及び関連する開示 (6)リスク関連」を、財務戦

略については「(5)流動性と資金調達の源泉」を参照願います。

(*1)基礎営業キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローから営業活動に係る資産

・負債の増減によるキャッシュ・フローを除いた金額として算出されます。

(*2)連結財政状態計算書の親会社の所有者に帰属する持分合計を指します。

(4)経営成績に係る検討と分析

②オペレーティング・セグメント情報

（中略）
金属資源

（中略）

鉄鉱石の価格変動による影響及び当社持分生産量

価格変動は、当社の鉄鉱石関連の海外子会社及び持分法適用会社が保有する権益持分相当の生産

量からの販売収入に直接的な変動を及ぼします。2019年3月期において連結損益計算書における当

期利益（親会社の所有者に帰属）への影響額は、鉄鉱石US$1/トンあたりの価格変動により23億円

と概算しております。

当連結会計年度の1年間における当社鉄鉱石関連の権益見合い生産量は60.9百万トン（連結除外後

のVale権益見合い生産量15.3百万トン含む）です。上記の影響額は、当連結会計年度末時点で、

海外子会社及び持分法適用会社の権益見合いに対して、2019年3月期の出荷量の増減を織り込み、

一定の米ドル及びその他関連通貨の為替相場などを前提条件とした上で算出したものです。なお、

一般的に、豪ドルなどの資源産出国の通貨は、輸出商品の市況に連動する傾向があり、この変動

により当社連結子会社及び持分法適用会社の現地通貨建ての売上総利益は影響を受けることがあ

ります。



１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
ANAホールディングス株式会社（1/2） 有価証券報告書（2018年3⽉期） P14-15

▪ 「(2)➀戦略の全体像」において、財務KPIを記載
▪ 市場の状況等の経営環境を踏まえ経営⽅針・経営戦略等を記載
▪ 財務情報におけるセグメント単位より詳細な、経営⽅針・経営戦略等

の説明に適した単位（「FSC事業」、「LCC事業」等）で記載
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【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ※ ⼀部抜粋

(1) 経営の基本方針

当社グループは、グループの使命・存在意義である経営理念として「安心と信頼を基礎に、世界を

つなぐ心の翼で夢にあふれる未来に貢献します」を掲げています。経営の基盤である安全を堅持しつ

つ、数あるエアライングループのなかで、お客様に選ばれ、世界の航空業界をリードする確固たる地

位を築くことを目指し、グループ経営ビジョンとして「ＡＮＡグループは、お客様満足と価値創造で

世界のリーディングエアライングループを目指します」と定めております。

(2) 経営環境及び中長期的な会社の経営戦略

航空業界は、日本経済の緩やかな回復基調や訪日外国人の増加、米国の景気回復基調ならびにアジ

アの経済成長等を背景とした航空需要の拡大が見込まれる一方で、為替や原油市況の急激な変動、英

国のEUからの離脱、米国における保護主義の台頭、地政学リスク、エアライン間や他交通機関との競

争激化等、対処すべき課題の多い環境下におかれています。

東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催される2020年、そしてその先の持続的な成長の実

現に向けて、新たな５年間の成長戦略として、2018年２月に「2018-2022年度ＡＮＡグループ中期経営

戦略」を策定しました。首都圏空港の発着枠拡大や訪日外国人の増加を契機として、世界中のすべて

のお客様をダントツの品質でおもてなしをし、グローバルでの知名度を向上させるとともに、CO2排出

量の削減を始めとした環境問題への対応や観光立国・地方創生・超スマート社会（Society5.0）の実現

等に貢献することによって企業価値を高めていきます。エアライングループの事業を通じて、「社会

的価値」と「経済的価値」の両立・創造を実現し、世界のリーディングエアライングループとしての

地位を確立するとともに、日本と世界の発展に寄与していきます。

① 戦略の全体像

「2018-2022年度ＡＮＡグループ中期経営戦略」では、安全の堅持を大前提に、「エアライン収益基

盤の拡充と最適ポートフォリオの追求」、「既存事業の選択・集中と新たな事業ドメインの創造」を

戦略の柱に掲げるとともに、「オープンイノベーションとICT技術」を活用し、持続的利益成長を実現

してまいります。経営目標としては、2018年度は売上高２兆400億円、営業利益1,650億円、2022年度に

は売上高２兆4,500億円、営業利益2,200億円規模を目指してまいります。

② 戦略の骨子

１）エアライン収益基盤の拡充と最適ポートフォリオの追求

ＦＳＣ（フルサービスキャリア）事業及びＬＣＣ事業それぞれが基本品質の向上に努めるとと

もに、あらゆる顧客層をターゲットにブランド訴求力を高めていくことで、収益基盤を拡大させ

ていきます。持続的利益成長の実現に向けて、今後はエアライン事業領域において最適なポート

フォリオを追求していくことにより、連結収益の最大化を目指してまいります。

（ⅰ）ＦＳＣ事業

・ＡＮＡ国際線旅客事業は、首都圏空港の発着枠拡大を背景に、首都圏デュアルハブの完成型を

目指して、“世界をつなぐ”ための積極的な路線展開を行います。日本発着及び日本経由三国間

の旅客需要を確実に取り込むとともに、未就航エリアへの路線拡大、海外エアラインとの提携を

進化させていきます。また、競争力ある新たなプロダクト・サービスを順次展開していくととも

に、リゾート路線を強化してプレジャー需要の取り込みを推進することにより、グループ収益の

拡大を牽引します。

・ＡＮＡ国内線旅客事業は、市場シェアを堅持するとともに、収益基盤の維持・向上を図ります。

プロダクト・サービスを強化していくとともに、機材の小型化による需給適合や運賃のイールド

マネジメントを推進してまいります。また、ミレニアル世代や訪日外国人による国内線利用を促

進することにより、需要の底上げを図ります。

・貨物事業は、中長期的に需要の拡大が見込まれるアジア＝北米間への大型フレイターの導入に

加えて、拡大する旅客便ネットワークとの相乗効果により伸び行く需要を積極的に獲得します。

沖縄貨物ハブについてはアジア域内の航空貨物流動を的確に見極めて常に最適なネットワークを

構築します。首都圏・沖縄貨物ハブの両機能を最大限活用し、成長を加速していきます。

（ⅱ）ＬＣＣ事業

2019年度末を目途としてグループ内のＬＣＣであるPeach・Aviation㈱とバニラ・エア㈱の２

社を統合し、国内における需要の開拓、旺盛な訪日需要の獲得をさらに推し進めます。両社が

持つお互いの強みを融合することで、「第４のコア」事業としてＡＮＡグループ全体の事業領

域を拡大していきます。さらに2020年度を目途に中距離ＬＣＣ領域へと進出し、日本とアジア

をつなぐ路線ネットワークの更なる拡充を図ることで、アジアを代表するリーディングＬＣＣ

を目指していきます。

２）既存事業の選択・集中と新たな事業ドメインの創造（ノンエア事業）

（ⅰ）既存事業の選択と集中

成長が見込まれる領域については、経営資源の再配分、投資を加速させながら規模や収益を

拡大していきます。一方で低収益事業については市場動向などを見極めながら再編等を行うこ

とでノンエア事業のポートフォリオを再構築し、持続的な成長サイクルの確立へつなげていき

ます。

（ⅱ）新たな事業ドメインの創造

2016年度に設立した「ANA X㈱（エーエヌエーエックス）」を中心に、ＡＮＡグループが有す

るデータ等を分析・活用することで新たな価値を創造し、「ＡＮＡ経済圏」を拡大するなど、

当社グループがこれまで積み上げてきたブランド力、ノウハウ、技術などの有形・無形資産と

新しい技術との融合を図り、ノンエア事業においても収益の拡大につなげていきます。



１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
ANAホールディングス株式会社（2/2） 統合報告書2018 P31, 43

▪ 対処すべき課題と経営⽅針・経営戦略等の関連性について、
記述情報に加えて図を⽤い分かりやすく記載

▪ 経営⽅針・経営戦略等の具体的な内容を記載
▪ 記述情報に加えて図を⽤い分かりやすく記載
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※ ⼀部抜粋

（左図）

（上図）



１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
トヨタ⾃動⾞株式会社 アニュアルレポート2018 P2-4

1-7

▪ 経営者が事業⽬的をどのように実現し、どのように中⻑期的に企業価値を
向上するかについて端的に記載

※ ⼀部抜粋



▪ 市場の状況等の経営環境に関連付けて対処すべき課題を記載
▪ 対処すべき課題を解決するための経営⽅針・経営戦略等を記載

１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
キリンホールディングス株式会社 有価証券報告書（2017年12⽉期） P22

1-8

【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ※ ⼀部抜粋

・
・
・

(3)会社の対処すべき課題

2017年度は、キリンビバレッジ㈱の利益伸長等によりキリングループ全体の収益構造改革は一段と進

みましたが、国内ビール類市場全体が縮小する中でキリンビール㈱のビール類販売数量が減少するなど、

2016年中計の重点課題のうち“ビール事業の収益基盤強化”に課題が残りました。2016年中計の最終年

度となる2018年度は、“構造改革によるキリングループの再生”の実現に向けて、キリンビール㈱の収

益基盤強化を最優先課題として取り組み、成熟が進む国内酒類市場の活性化を図ります。さらに、ミャ

ンマー・ブルワリー社を中心に東南アジア市場の成長を取り込み、医薬・バイオケミカル事業を一層成

長させることで、2016年中計の確実な達成を目指します。

構造改革により創出したキャッシュは、あるべき資本構成を維持する前提のもと、将来に向けた成長

投資に優先的に振り向けるとともに、配当を基本とした株主還元の充実も検討します。

さらに、新KV2021で掲げたグループビジョンに立脚し、確かな価値を実現する技術力と、多様なお客

様を理解し提案するマーケティング力を活かし、酒類、飲料、医薬・バイオケミカルの各事業で、社会

課題の解決とお客様への価値提供を両立し、社会とともに持続的な成長を目指します。社会課題につい

ては「グループCSVコミットメント」に基づき、CSV重点課題である“健康”、“地域社会への貢献”、

“環境”の解決に一層高いレベルで取り組み、社会的価値と経済的価値を同時に創出します。特に“健

康”については、将来の成長ドライバーとするべく酒類・飲料事業と医薬・バイオケミカル事業の協業

をさらに深化させます。「プラズマ乳酸菌」の浸透に向けて、「iMUSE（イミューズ）」ブランドの販

売を拡大しつつ新規の販路開拓や他企業とのパートナーシップ拡大を図ると同時に、食から医にわたる

領域での新規事業機会を探索し具体的な事業化を促進します。

また、“ブランド”、“研究開発”、“製造・IT”、“人材”を持続的な成長を支える重要資本と考

え、中長期的に投資します。人材戦略の最重要課題としてリーダーシップの開発に取り組み、イノベー

ション創出の推進力となる多様性に富んだ組織風土を醸成します。

＜日本綜合飲料事業＞

キリンビール㈱では、一貫した戦略としてビールカテゴリーの魅力化に注力するとともに、再成長に

向けて、投資するべきブランド・活動を絞り込んだ投資効率の高いマーケティング戦略を実行します。

ビールカテゴリーでは、地域密着型営業を通じて「キリン一番搾り生ビール」のお客様接点を拡大し、

ブランドを一層成長させます。４月の酒税法改正によるビールの定義の変更が追い風となるクラフトビ

ールについて、日本産ホップの使用をはじめ特徴あるビールづくりを継続するほか、「Tap Marché（タ

ップ・マルシェ）」を全国展開し市場の活性化を加速します。喫緊の課題である新ジャンルカテゴリー

については、お客様の共感を呼ぶブランドとして「キリン のどごし〈生〉」を強化し、お客様の期待

に応える商品を提案します。市場が拡大するRTDカテゴリーでは、「キリン 氷結」を中心とした幅広い

商品展開により、お客様の支持拡大を図ります。びんや樽詰容器のビール類等の価格改定やコスト削減

による、収益構造の改革にも取り組みます。

メルシャン㈱では、果敢なチャレンジでさらにワインの魅力を伝達し、お客様のニーズに迅速に対応

することで、ワイン市場の拡大を牽引します。カテゴリーごとに注力ブランドの選択と集中を進め、ワ

イン飲用層の裾野拡大を目指した提案や商品開発に取り組みます。「シャトー・メルシャン」はブラン

ド強化を継続するとともに、長野県でのワイナリー新設等を通じてブドウ産地との連携をさらに深め、

日本ワインの価値啓発を図ります。これら計画の実現のために必要な組織能力の強化や、ワイン事業の

収益力強化も実行します。

キリンビバレッジ㈱では、収益構造改革のステージから成長による利益創出のステージへと踏み出し、

一層強固なブランド体系の構築に取り組みます。紅茶、緑茶、コーヒーを中心としたブランド体系のも

とで売上と利益の伸長を図ると同時に、成長機会の創造に挑戦します。また、持続可能な仕組みづくり

に向けて、CSV視点からの取り組みの強化や、同業他社との協業を含めたあらゆるSCMコスト削減策の追

求等により、事業基盤を強化します。



(2) 「確かなグローバル・スペシャリティ・カンパニー」に向けて

① ASV（Ajinomoto Group Shared Value）の進化による持続的成長

② 現状の課題 －グローバル食品企業トップ10クラス入りのために－

現在の味の素グループは、グローバル食品企業トップ10クラスの企業と比較すると、財務指標、す

なわち、事業の規模、利益を創出する効率性に課題があります。また、「環境」、「社会」、「ガバ

ナンス」（いわゆるE・S・G）に関する基本方針や非財務目標をより明確にすべきであると考えてい

ます。これらに対し、我々の強みである独自のコア技術、すなわち、アミノ酸を起点とした独自の先

端バイオ・ファイン技術や「おいしさ」を解析し自在に設計する「おいしさ設計技術」と徹底した現

地・顧客適合で具体的な解決に取り組み、2020年のグローバル食品企業トップ10クラス入りを実現す

る所存です。

▪ 記述情報に加えて図を⽤い分かりやすく記載
▪ 経営者がどのような考えで財務指標を設定しているかについて記載
▪ 財務指標の達成状況を時系列に分かりやすく記載

１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
味の素株式会社（1/2） 有価証券報告書（2018年3⽉期） P14-15
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【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ※ ⼀部抜粋

・
・
・

味の素グループは、うま味を通じて粗食をおいし

くし、国民の栄養を改善するという創業の志を受け

継ぎ、創業以来一貫した、事業を通じて社会価値と

経済価値を共創する取り組みにより成長してきまし

た。この取り組みをASV（Ajinomoto Group Shared 

Value）と称し、これからも事業を通じて「21世紀

の人類社会の課題」である「地球持続性」、「食資

源」、「健康な生活」に積極的に貢献することで、

ASV進化による持続的な成長を目指します。

(3）目標とする経営指標およびその進捗

2017-2019（for 2020）中期経営計画において、味の素グルー

プが創造する経済価値、社会価値を財務目標、非財務目標と

して設定。また統合目標としてコーポレートブランド価値を

指標化し、味の素グループが目指すところを明確にした経営

を行っていきます。

財務・非財務目標とその2017年度進捗状況は、次のとおりで

す。財務・非財務目標を合わせた統合目標の推進により向上し

た価値をコーポレートブランド価値に集約させるため、2017年

度にグループ共通の“味の素グループグローバルブランドロゴ”

を導入し、その活用強化の取り組みを開始しました。

① 財務目標（経済価値）

■味の素グループグローバルブランドロゴ

2016年度
実績

2017年度
目標

2017年度
実績

2018年度
目標

2019年度
目標

事業利益 968億円 1,020億円 973億円 1,030億円 1,240億円

事業利益率 8.9％ 8.6％ 8.5％ 8.7％ 9.4％

ROE 8.7％ 8.9％ 9.7％ 9.5％ 9.8％

ROA (注)1 7.4％ 7.4％ 7.0％ 7.2％ 8.8％

EPS成長率 － 7.2％ 15.1％ 3.0％ 年二桁成長

海外売上成長率
(注)2 

－ 12％ 5％ 7％ 年二桁成長



▪ 経営者がどのような考えで財務指標を設定しているかについて算定⽅法も
含めて記載

▪ セグメント単位の経営成績等の記載に加え、事業全体における各セグメン
トの収益状況を記載

１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
味の素株式会社（2/2） 有価証券報告書（2018年3⽉期） P22-23

1-10

【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 ※ ⼀部抜粋

・
・
・

▪ 業績の振り返りについて、記述情報に加えて図を⽤い分かりやすく記載

業績等の概要

当社グループは、IFRSの適用に当たり、投資家、取締役会及び経営会議が各事業の恒常的な業績や将

来の見通しを把握すること、取締役会及び経営会議が継続的に事業ポートフォリオを評価することを目

的として、「事業利益」という段階利益を導入しております。当該「事業利益」は、「売上高」から「売

上原価」、「販売費」、「研究開発費」及び「一般管理費」を控除し、「持分法による損益」を加えたも

のであり、「その他の営業収益」及び「その他の営業費用」を含まない段階利益です。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

(1) 業績

当連結会計年度の売上高は、コーヒー類が減収となったものの、調味料・加工食品（海外）の現地通

貨ベースでの増収に加え、為替の影響等により、前期を590億円上回る１兆1,502億円（前期比105.4％）と

なりました。同事業利益は、発酵原料の高騰に加え、冷凍食品（海外）やコーヒー類の減益等もあり、

前期並みの973億円（前期比100.5％）となりました。

親会社の所有者に帰属する当期利益は、前期を76億円上回る607億円（前期比114.5％）となりました。

当連結会計年度のセグメント別の概況

セグメントごとの業績は、次のとおりです。

（注）１．国内外の食品加工業向け「アクティバ®」類及び天然系調味料は、日本食品セグメントに区分

されております。また、国内外の食品加工業向けうま味調味料「味の素®」、核酸及び甘味料

は、海外食品セグメントに区分されております。

（注）２．各セグメントの主要製品につきましては、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等（１）連結財

務諸表 連結財務諸表注記 ７．セグメント情報 (１)報告セグメントの概要」をご参照ください。

① 日本食品セグメント

日本食品セグメントの売上高は、家庭用コーヒーのマーケットの縮小とそれに伴う競争激化により

コーヒー類の売上げが前期を下回ったことに加え、子会社売却の影響等により調味料・加工食品（日

本）の売上げが前期並みだったことから、前期を62億円下回る3,841億円（前期比98.4％）となりまし

た。事業利益は、冷凍食品（日本）、コーヒー類が減益となったことから、前期を16億円下回る391

億円（前期比95.9％）となりました。

＜主要な変動要因＞

・調味料・加工食品（日本）は、主に家庭用のスープが増収となるも、業

務用ベーカリーの減収及び子会社売却の影響等により前期並み

・冷凍食品（日本）は、家庭用が「ギョーザ」「ザ★チャーハン」等の主力

品拡大に加え、新製品が貢献し増収。業務用はデザート、餃子等のコアカ

テゴリーは拡大するも、鶏肉加工品等の苦戦により前期並み。全体で増収

・コーヒー類は、スティックコーヒー及び業務用は増収となるも、市場縮

小及び競争が激化した家庭用製品やギフト製品、CVS向け製品の減収により

全体で減収

＜主要な変動要因＞

・調味料・加工食品（日本）は、家庭用が増益となるも、業務用ベーカリ

ーの減益、原材料価格の上昇影響もあり、全体で減益

・冷凍食品（日本）は、増収となるも、円安及び原材料価格の上昇影響等

により減益

・コーヒー類は、商標権取得に伴い支払ロイヤルティがなくなった影響あ

るも、家庭用が大幅減益、業務用が前期並みに留まり、全体で減益

売上高
（億円）

前期増減
（億円）

前期比
事業利益
（億円）

前期増減
（億円）

前期比

日本食品 3,841 △62 98.4％ 391 △16 95.9 

海外食品 4,647 357 108.3％ 416 △1 99.7 

ライフサポート 1,342 101 108.2％ 96 37 164.2 

ヘルスケア 1,042 147 116.5％ 79 △1 97.8 

その他 627 45 107.9％ △10 △13 －

合計 11,502 590 105.4％ 973 4 100.5 



▪ 経営⽅針・経営戦略等と関連付けてKPIを記載
▪ 財務KPIに加え経営者が重視している⾮財務KPIについても記載

１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
⽇本航空株式会社 有価証券報告書（2018年3⽉期） P17, 29

1-11

【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ※ ⼀部抜粋

【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 ※ ⼀部抜粋

・
・
・

・
・
・

（２）目標とする経営指標

「2017～2020年度JALグループ中期経営計画」において、次の３項目を経営目標としております。

①安全

安全運航はJALグループの存立基盤であり社会的責務であることを認識し輸送分野における安全のリー

ディングカンパニーとして安全の層を厚くし、安全運航を堅持する。

航空事故ゼロ、重大インシデントゼロを実現。

②顧客満足

すべてのお客さまが常に新鮮な感動を得られるような最高のサービスを提供し、2020年度までに世界

トップレベルのお客さま満足を実現する。

ｄ．経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

「2017～2020年度JALグループ中期経営計画」において、以下を経営目標としており、引き続き、経営

目標の達成に向け取り組んでまいります。

（安全）

安全運航はJALグループの存立基盤であり社会的責務であることを認識し輸送分野における安全のリー

ディングカンパニーとして安全の層を厚くし、安全運航を堅持します。航空事故ゼロ、重大インシデン

トゼロを実現します。

2017年度は重大インシデント１件（＊）の発生により、目標を達成できませんでした。引き続き、安

全管理システムの進化、事故の教訓を確実に継承する教育・研修の実施により、安全の層をより厚く、

強固なものにしてまいります。また、テロの脅威からお客さまをお守りする保安管理システムの強化に

も取り組みます。

（＊）2017年９月５日、JL006便(東京国際空港発 ニューヨークJFK空港行)が、離陸中に左エンジンの不

具合が発生したため、当該エンジンを停止し、燃料投棄を行った後、東京国際空港に引き返しました。

到着後のエンジン内部の検査において、エンジン後部の低圧タービンなどに損傷があることを確認され

たことから、国土交通省航空局より、重大インシデントと認定されました。

（注１）航空機の運航によって発生した人の死傷（重傷以上）、航空機の墜落、衝突または火災、航行

中の航空機の損傷（大修理）等

（注２）航空事故には至らないものの、その恐れがあったと認められる事態。滑走路からの逸脱、非常

脱出等

指標 目標 2017年度
航空事故（注1） 0件 0件
重大インシデント（注2） 0件 1件

（顧客満足）

すべてのお客さまが常に新鮮な感動を得られるような最高のサービスを提供し、2020年度までに世

界トップレベルのお客さま満足を実現します。

日本のお客さまのみならず世界のお客さまの評価について、推奨意向を向上させることで、顧客

満足・再利用意向もさらに高まることから、その指標としてNPS（Net Promoter Score）で測ります。

2017年度は旅客システム刷新が大きなトラブルなく進捗したことに加え、国内線の「機内Wi-Fiサ

ービスの無料提供開始」、国際線の「新たな機内食メニューの導入」などの取り組みにより、国内

線・国際線ともに中期期間における順調なスタートとなりました。

指標
2020年度までの目標

(2017年度期首実績対比)
2017年度

NPS 国内線 ＋5.3ポイント ＋1.4ポイント
NPS 国際線 ＋4.5ポイント ＋2.1ポイント



※ ⼀部抜粋

▪ 前中期経営計画の振り返り、並びに、当該振り返りを踏まえた経営⽅針・経営戦略等及び今後対処す
べき課題を、経営者の視点で端的に記載

▪ 経営者が認識している経営計画の達成度合いについて記載

・
・
・

１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ MUFG Report 2018 P10-14

1-12



▪ 経営計画の進捗状況に対する経営者の⾒解を記載
▪ その⾒解を踏まえ、今後、特に注⼒するセグメントの具体的な経営⽅

針・経営戦略等を記載

１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
オムロン株式会社 統合レポート2018 P10-12

1-13

※ ⼀部抜粋

・
・
・

・
・
・



▪ 各事業を、基盤事業、成⻑事業及び新規事業に分類し、各事業の位置付
けを分かりやすく記載

▪ 基盤事業、成⻑事業及び新規事業の営業利益の状況を記載
▪ CEOメッセージにおいて、成⻑事業及び新規事業を⾃社の強みを活かし

てどのように拡⼤するかについて、具体的な経営⽅針・経営戦略等を、
⽬標を⽰しつつ、経営者の⽬線で記載

▪ 記述情報に加えて図を⽤いて分かりやすく記載

１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
コニカミノルタ株式会社（1/3） 統合報告書2018 P11, 17-18

1-14

※ ⼀部抜粋 ※ ⼀部抜粋

・
・
・



１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
コニカミノルタ株式会社（2/3） 統合報告書2018 P46, 51

1-15

▪ セグメント単位の業績予測に有⽤な市場シェアを、主要地域別
に、競合他社との⽐較情報として記載

▪ セグメント単位の強みや弱み、機会や脅威を記載
▪ セグメント単位の経営⽅針・経営戦略等における位置付け及び成果を記載

※ ⼀部抜粋

（左図）

（上図）

※ ⼀部抜粋



1-16１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
コニカミノルタ株式会社（3/3） 統合報告書2018 P9-10

▪ 事業の理解に資する主要製品・サービスの変遷を記載
▪ 事業の変遷を⽰しながら、技術等の経営資源を⽰し、その今後の

活⽤⽅法について、経営戦略と関連付けて記載



▪ 経営者が考えている事業ポートフォリオの⽅針について具体的に記載
▪ 資⾦需要（成⻑投資）について、経営⽅針・経営戦略等に関連付けて

具体的に記載

１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
住友化学株式会社（1/2） 住友化学レポート2018 P16, 18-19

1-17

・
・
・

※ ⼀部抜粋



▪ 最適な事業ポートフォリオを⽬指した具体的な投資案件について、規模や時期を含めて記載
▪ 研究開発案件について、研究スケジュールを含めて記載

１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
住友化学株式会社（2/2） 住友化学レポート2018 P20-21

1-18

※ ⼀部抜粋



▪ 経営環境について、市場シェア等のデータを⽰しながら、
経営者の⽬線で記載

▪ 経営環境を踏まえた、経営者が考える具体的な経営⽅針・
経営戦略等を記載

１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
株式会社ローソン（1/3） 統合報告書2017 P4-5

1-19

※ ⼀部抜粋



▪ 経営環境の認識を踏まえ、取り組むべき具体的な経営⽅針・
経営戦略等を記載

▪ KPIを記載

１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
株式会社ローソン（2/3） 統合報告書2017 P5-6

1-20

※ ⼀部抜粋



▪ 市場規模や競合他社との⽐較情報を記載し、セグメント
単位の業績予測に有⽤な情報を提供

１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
株式会社ローソン（3/3） 統合報告書2017 財務セクション P3

1-21

※ ⼀部抜粋



▪ 経営計画に対するこれまでの成果に関する経営者の認識と今後の
⽅向性について記載

▪ 記述情報に加えて図を⽤い分かりやすく記載

１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
アサヒグループホールディングス株式会社（1/3） 統合報告書2017 P12, 30

1-22

※ ⼀部抜粋

・
・
・

※ ⼀部抜粋



※1,2

▪ セグメント単位の重点課題と重点課題に対する経営⽅針・経営戦略等
について、記述情報に加えて図を⽤い分かりやすく記載

▪ 経営環境について、市場シェア等のデータを⽰しながら記載
▪ ⾃社の競争優位性を踏まえて経営⽅針・経営戦略等を記載

１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
アサヒグループホールディングス株式会社（2/3） 統合報告書2017 P60-61

1-23

※ ⼀部抜粋



▪ 経営⽅針・経営戦略等を、業績の振り返りを踏まえて記載

１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
アサヒグループホールディングス株式会社（3/3） 統合報告書2017 P62

1-24

※ ⼀部抜粋



▪ 事業全体の⽅針を⽰し、それを実現するための課題を記載
▪ ⽬指す事業ポートフォリオについて、記述情報に加えて図を⽤い分か

りやすく記載

１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
東京海上ホールディングス株式会社（1/3） 統合レポート2018 P15-16

1-25

※ ⼀部抜粋



▪ セグメントに関係する市場の状況及び⾃社の優位性と戦略の関係につい
て、図を⽤い分かりやすく記載

▪ 企業構造やサービスの内容について、グループ会社の特徴を記載

１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
東京海上ホールディングス株式会社（2/3） 統合レポート2018 P35-36

1-26

※ ⼀部抜粋



▪ 経営⽅針・経営戦略等を、事業全体の課題に関連付けて、セグメント
単位で記載

１.「経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等」の開⽰例
東京海上ホールディングス株式会社（3/3） 統合レポート2018 P37-38

1-27



！ 本事例集は、随時更新を⾏う予定です。最新版は⾦融庁ウェブサイトに掲載しています。 https://www.fsa.go.jp/policy/kaiji/kaiji.html
！ 開⽰の好事例としての公表をもって、開⽰例の記載内容に誤りが含まれていないことを保証するものではありません。




